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〇土地改良区の役員の就任及び退任の届出 （農業支援課）…………………………………
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〇道路の供用の開始 （道路課）…………………………………………………………………
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道監査委員公表

〇監査公表第９号…………………………………………………………………………………
道警察本部告示

〇交番その他の派出所及び駐在所の名称、位置及び所管区の一部改正（２件）…………

規 則

行政書士法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第 号

行政書士法施行細則の一部を改正する規則
行政書士法施行細則（昭和 年北海道規則第 号）の一部を次のように改正する。
第４条中「第 条第２項」を「第 条の 第２項」に改める。
第５条中「法第 条第１項」を「行政書士法施行規則（昭和 年総理府令第５号。以下

「省令」という。）第 条の２第１項第５号」に改め、同条に次の１項を加える。
２ 省令第 条の２第２項第３号の知事の定める事項は、行政書士会への入会年月日及び法
人番号とする。
別記第４号様式（表）中「第 条」を「第 条の 」に改め、同様式（裏）を次のように

改める。
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行政書士法（抜粋）

（立入検査）
第 条の 都道府県知事は、必要がある
と認めるときは、日没から日出までの時
間を除き、当該吏員に行政書士又は行政
書士法人の事務所に立ち入り、その業務
に関する帳簿及び関係書類（これらの作
成又は保存に代えて電磁的記録の作成又
は保存がされている場合における当該電
磁的記録を含む。）を検査させることが
できる。
２ 前項の場合においては、都道府県知事
は、当該吏員にその身分を証明する証票
を携帯させなければならない。
３ 当該吏員は、第１項の立入検査をする
場合においては、その身分を証明する証
票を関係者に呈示しなければならない。
４ 第１項の規定による立入検査の権限は、
犯罪捜査のために認められたものと解釈
してはならない。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

告 示

北海道告示第 号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
原子力防災ネットワーク（緊急時連絡網）装置の賃貸借 一式（１月当たりの単価）

２ 落札を決定した日
平成 年 月 日

（裏）
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３ 落札者の氏名及び住所
氏 名 扶桑電通株式会社
住 所 東京都中央区八重洲 丁目 番 号

４ 落札金額
円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成 年９月８日付け北海道告示第 号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
名 称 北海道総務部危機対策局原子力安全対策課
所在地 札幌市中央区北３条西６丁目

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条第 項の規定により、新篠津土地改良区から、
次のとおり役員の就任及び退任の届出があった。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
就退任の別 就退任年月日 理事・監事の別 氏 名 住 所
就 任 平成 理 事 岡 泰 一 石狩郡新篠津村第 線北 番地
同 同 同 吉 野 敬 一 同 第 線北８番地
同 同 同 黒 壁 聡 同 第 線北 番地
同 同 同 南 部 正 博 同 第 線北 番地
同 同 同 市 村 和 義 同 第 線南 番地
同 同 同 吉 岡 実 同 第 線北２番地
同 同 同 松 本 一 美 同 第 線南８番地
同 同 同 飛 田 幸 同 第 線南 番地
同 同 監 事 田 一 紀 同 第 線南７番地
同 同 同 東 出 勝 同 第 線北 番地
退 任 同 理 事 岡 泰 一 同 第 線北 番地
同 同 同 南 部 正 博 同 第 線北 番地
同 同 同 吉 岡 実 同 第 線北２番地
同 同 同 黒 壁 聡 同 第 線北 番地
同 同 同 吉 野 敬 一 同 第 線北８番地
同 同 同 大 門 俊 同 第 線南６番地

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する予定である。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除予定保安林の所在場所 河東郡音更町字中音更西４線 の６・字中音更西５線

の３（以上２筆について次の図に示す部分に限る。）
２ 保安林として指定された目的 風害の防備
３ 解 除 の 理 由 農道用地とするため
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道十勝支庁産業振興部林務課及び音更町役場に
備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

道路法（昭和 年法律第 号）第 条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び北海道室蘭土木現業所に備え置いて、告
示の日から２週間、一般の縦覧に供する。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道 洞爺湖登別線 登別市上登別町 番１地先から 平成

登別市上登別町 番２地先まで

北海道告示第 号

道路法（昭和 年法律第 号）第 条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変
更し、同条第２項の規定により道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び北海道札幌土木現業所に備え置いて、告
示の日から２週間、一般の縦覧に供する。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 道路の種類 道道

同 同 同 加 弘 同 第 線南 番地
同 同 同 中 川 順 三 同 第 線南 番地
同 同 監 事 成 瀬 強 同 第 線北 番地
同 同 同 田 一 紀 同 第 線南７番地
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２ 路 線 名 札幌夕張線
３ 道路の区域

区 間 変更前後の別 敷地の幅員 延 長 国道等との重複区間
夕張郡由仁町字山形 番１地先から 前 から ――夕張郡由仁町字山形 番地先まで まで

前 から ――まで

後 から ――まで

後 から ――まで

後 から ――まで

道 監 査 委 員 公 表

監査公表第９号

地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条第 項の規定により行った平成 年度に係る随時
監査の結果を次のとおり公表する。
（「次のとおり」は省略し、その関係書類は、監査委員事務局総務課に備え置いて一般の

縦覧に供する。）
平成 年 月 日

北海道監査委員 橋 由紀雄
北海道監査委員 加 藤 唯 勝
北海道監査委員 宮 間 利 一
北海道監査委員 見 野 全

道 警 察 本 部 告 示

北海道警察本部告示第 号

交番その他の派出所及び駐在所の名称、位置及び所管区（昭和 年北海道警察本部告示第
号）の一部を次のように改正し、平成 年 月 日から施行する。
平成 年 月 日

北海道警察本部長 口 建 史
別表旭川方面稚内警察署の項中

北海道警察本部告示第 号

交番その他の派出所及び駐在所の名称、位置及び所管区（昭和 年北海道警察本部告示第
号）の一部を次のように改正し、平成 年 月 日から施行する。
平成 年 月 日

北海道警察本部長 口 建 史
別表札幌方面余市警察署の項中

「

」

を

「

」

に改める。鴛 泊
同 利尻富
士町鴛泊字港
町 番地

鴛 泊
同 利尻富
士町鴛泊字栄
町 番地

「

」

を

「

」

に改める。沢 町
同
港町 番地沢 町 同 沢町２

丁目 番地
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